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個人番号（マイナンバー）を独自利用する事務の追加について

1 個人番号（マイナンバー）を独自利用する事務に関する規定

行政手続における特定の個人を謝りするための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」と

いう｡）第9条第2項では、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税又は防災に関す

る事務その他これらに類する事務であって地方公共団体が条例で定めるものの処理に関して必

要な範囲で個人番号を利用することができる（以下｢独自利用事務」という｡）と規定している。

また、番号法第19条では特定個人情報（個人番号を含む個人情報をいう。以下同じ｡）を保有

する者が特定個人情報を提供できる場合を列挙しているが､同条第14号では、個人情報保護委

員会（国の第三者機関)が規則で定める場合は同条の他の号に準ずるものとして第三者に提供

することができると規定している。

これらの規定により､各々の地方公共団体が条例で定める独自利用事務についても、個人情報

保護委員会が規則に定めることにより番号法第2条第14項に規定する情報提供ネットワークシ

ステムを利用して、法定事務と同様に他団体との情報連携が可能となる。

2独自利用する事務の追加に関する経緯

本区では平成28年1月からの個人番号（マイナンバー）利用開始に向けて、平成27年9月に

｢目黒区個人番号の利用に関する条例」を制定し、区の独自利用事務を定めた。また､平成27

年8月に特定個人情報保護委員会（現在の個人情報保護委員会）から独自利用事務の事例等が示

されたことから、平成28年第1回定例会において「目黒区個人番号の利用に関する条例」を改

正し、独自利用事務の追加を行った。

その後、平成28年2月22日に個人情報保護委員会から、情報連携の対象となる独自利用事務

の事例の拡大が示されるとともに、必要な規定整備については、平成28年第2回定例会までに

行う必要があることが示された。

こうした国の動きを踏まえて、本区においても更なる区民の利便性向上や事務の効率化を図る

ため、 「目黒区個人番号の利用に関する条例」に追加すべき独自利用事務について、新たに拡大

された独自利用事務の事例を中心に検討を行った。

3追加する独自利用事務

検討の結果､以下の事務について｢目黒区個人番号の利用に関する条例｣別表に追加するよう、

必要な手続きを行うこととする｡‘

（1）介護保険法による地域支援事業の実施に関する事務

ア目黒区介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱による事務

(2)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123号）
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による地域生活支援事業の実施に関する事務

ア目黒区心身障害者センター機能訓練事業要綱

イ目黒区心身障害者センター中途障害者デイサービス事業要綱

ウ目黒区移動支援事業実施要綱

エ目黒区重度心身障害者(児）日常生活用具給付等事業実施要綱

オ目黒区重度身体障害者（児）住宅設備改善費給付事業実施要綱

なお、介護保険法による地域支援事業の実施に関する事務、及び障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）による地域生活支援事業の実施

に関する事務は、いずれも番号法別表1及び2に規定がある事務であるが､番号法別表第2の主

務省令で定める事務及び情報を定める命令（平成26年内閣府・総務省令第7号）が整備されて

いないため、独自利用事務として地方公共団体が条例を制定すること、及び個人情報保護委員会

が定める規則の要件を満たす場合、当面の措置として独自利用事務の情報連携が可能となるよう、

個人情報保護委員会が関係省庁と整理した事務である。

今後の予定4
～

区議会第二回定例会に｢目黒区個人番号の利用に関する条例」改正案提案6月

上以
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資料1

個人情報保護委員会で示された情報連携の対象となる独自利用事務の事例

1 児童福祉法による小児慢掛寺定餓医療費の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの（番号

法別表第二の九の卿に準ずる独自利用事務 ．

子どもの医療費助成に関する事務

小児|曼性特定疾患児日常生活用具の給付に関する事務

上記ア又はイに類する事務

ア
イ
ウ

鋤

2児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児通所給付費若しくは高額障害児通所給付費の支給に

関する事務であって主務省令で定めるもの（番号法別表第二の十及び十一の卿に準ずる独自利用事務

事例障害児通所給付費等の支給に関する事務又はこれに類する事務

3児童福祉法による障害福祉サービスの提供に関する事務であって主務省令で定めるもの（番号法別表

第二の十及び十一の卿に準ずる独自利用事務‘ ：

事例障害福祉サービスの提供に関する事務又はこれに類する事務

4予防接種法による給付の支給又は実費の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの幡号法別

表第二の十八の項）に準ずる独自利用事務 ．

事例予防接種に係る実費の徴収に関する事務又はこれに類する事務（法定事務に係るものを除く｡）

5生活保護法による保護の決定及び実施又は徴収金の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

（番号法別表第二の二十六の卿に準ずる独自利用事務

事例通知に基づき行政措置として日本国民に対する生活保護に準じた取扱いによって実施されてい

る外国人の保護に関する事務

6公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務であって主務省令で定めるもの幡号法別表第二の三

十一の項）に準ずる独自利用事務

事例地方公共団体が設置する住宅等の管理に関する事務怯定事務に係るものを除く｡）

7特別支援学校への就学奨励に関する法律による特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関す

る事務であって主務省令で定めるもの（番号法別表第二の三十七の卿に準ずる独自利用事務
▼

事例特別支援教育就学奨励費の支給に関する事務偵担金に係る事務）以外の事務であって、地方公

共団体においてこれと同様に個人番号を利用する事務(補助金に係る事務）

8 ．住宅地区改良法による改良住宅の管理若しくは家賃若しくは敷金の決定若しくは変更又は収入超過者

に対する措置に関する事務であって主務省令で定めるもの（番号法別表第二の五十四の卿に準ずる独

自利用事務
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事例地方公共団体が改良住宅に類して設置する住宅等の管理に関する事務

9児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの（番号法別表

第二の五十七の項）に準ずる独自利用事務 ．

ひとり親等の医療費助成に関する事務

児童の育成に係る手当、遺児に係る手当等の支給に関する事務

上記ア又はイに類する事務

ア
イ
ウ

鋤

10母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未済額の免除又は資金の貸付けに関する事務であって主務

省令で定めるもの幡号法別表第二の六十三の卿に準ずる独自利用事務

事例母子家庭等及て鰯吊に対する資金の貸付けに関する事務又はこれに類する事務

11母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの播

号法別表第二の六十五の卿に準ずる独自利用事務

ひとり親等の医療費助成に関する事務

ひとり親家庭等を対象とした給付金等の支給に関する事務

上記ア又はイに類する事務

ア
イ
ウ

鋤

12特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は昭和六十

年法第三十四号附則第九十七条第一項の福祉手当の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

（番号法別表第二の六十七の卿に準ずる独自利用事務 ．

事例ア重度心身障害者等の医療費助成に関する事務

イ障害児の育成に係る手当等の支給に関する事務

ウ心身障害者の福祉に係る手当等の支給に関する事務

エ障害福祉に係るサービス等の利用者負担の助成に関する事務

オ障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下｢障害者総合支援渦

という｡）に基づく地域生活支援事業の実施に関する事務（日常生活用具給付、移動支援等に

関する事務等）

力心身障害者扶養共済制度の掛金減免に関する事務

キ上記アから力までのいずれかに類する事務

13児童手当法による児童手当又ば侍例給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの（番号法

別表第二の七十四の卿に準ずる独自利用事務

事例子どもの医療費助成に関する事務又はこれに類する事務

14介護保険法による保険給付の戴念地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する事務であって主務

省令で定めるもの侭骨法別表第二の九十四の項）に準ずる独自利用事務
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馴 高齢者の医療費助成に関する事務 、

介護サービス鞠ﾘ用者負担軽減に関する事務

介護サービス等の給付に関する事務价護用品支給に関する事務、 日常生活用具の給付に関

する事務、住宅改造等費用助成に関する事務、移動支援に関する事務等价護保険法に基づ

く市町村特別給付及び地域支援事業を含む｡)）

上記アからウまでのいずれかに類する事務エ

15感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による費用の負担又は療養費の支給に関す

る事務であって主務省令で定めるもの(番号法別表第二の九十七の項）に準ずる独自利用事務

事例肝炎・結核等の感染症の医療費助成に関する事務又はこれらに類する事務

16独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与に関する事務であって主務省令で定めるもの（番

号法別表第二の百六の劇に準ずる独自利用事務

事例学資の貸与に関する事務（高校･大学鞘又はこれに類する事務

17障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付の支給又は地域生

活支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの幡号法別表第二の百八の卿に準ずる

独自利用事務

重度心身障害者等の医療費助成に関する事務

障害児の育成に係る手当等の支給に関する事務

心身障害者の福祉に係る手当等の支給に関する事務

障害福祉に係るサービス等の利用者負担の助成に関する事務

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の実施に関する事務（日常生活用具給付､移動

支援等に関する事務等）

心身障害者扶養共済制度の掛金減免に関する事務

上記アから力までのいす荊かに類する事務

ア
イ
ウ
エ
オ

訓

カ
キ

18高等学校等就学支援金の支給に関する法律による就学支援金の支給に関する事務であって主務省令で
､

定めるもの（番号法別表第二の百十三の卿に準ずる独自利用事務

高等学校等就学支援金の支給に関する事務に併せてその他の給付等を実施している事務

私立高等学校等への奨学給付金の支給に関する事務

就学援助に関する事務(小学校・中学校向け、ただし医療費は除く｡） 、

幼稚園就園奨励費の支給に関する事務

上記アからエまでのいずれかに類する事務

ア
イ
ウ
エ
オ

鋤
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個人番号を独自利用する目的

1

一
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1

事務根拠 所管課
I

利用目的

1
目黒区介護予防･日常生活支援
総合事業実施要綱

介護保険課．

本事務については､利用者負担額の判定のため税情報が必
要だが､現在区外からの転入者の場合は､介護保険課が紙
媒体で前住所地に照会することにより対応をしている｡情報提
供ネットワークによる連携により､事務の効率化が図られるた
め ◎

2

3

4

5

6

目黒区心身障害者センター機能
訓練事業要綱

目黒区心身障害者センター中途
障害者デイサービス事業要綱

目黒区移動支援事業実施要綱

目黒区重度心身障害者(児)日
常生活用具給付等事業実施要
綱 ．

目黒区重度身体障害者(児)住
宅設備改善費給付事業実施要
綱

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

D C

｡

本事務については､区外からの転入者が申請する際に､現在
は所得照会用(必要に応じ生計単位を確認するための世帯情
報の照会も行う)として申請者に前住所地からの税証明(生活
保護受給者は保護証明)を添付させているが､情報提供ネット
ワークによる連携により、申請者の負担軽減に資するため。
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